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1. 件名 

査察キャビネット内データ収集機器の更新（設計） 

2. 目的 

本仕様書は、公益財団法人核物質管理センター（以下「センター」という。）検

査分析部六ヶ所検査課（以下「検査課」という。）が 2026 年度に計画している六ヶ

所再処理施設（以下、「RRP」という。）に設置されている査察キャビネット内デー

タ収集機器更新に関する設計作業仕様を定めたものである。 

3. 契約範囲 

本仕様では、以下に示す一般的なシステム開発工程のうち、要件定義、外部設

計、及び、内部設計の工程を実施する。また、内部設計でまとめた仕様の実現性

確認のために、実機を用いた試験を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発工程の全体図と本仕様の対象工程 
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4. 納期 

 作業期間 

契約締結後から 2026 年 2 月 27 日まで。 

但し、土曜日、日曜日、祝日、年末年始（12 月 29 日から翌年 1 月 3 日ま 

で）、その他センターが指定する日を除く。 

 納期 

2026 年 2 月 27 日 

5. 作業実施場所 

(1) 青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附 504-36 

六ヶ所センター内指定場所 

(2) 受注者指定場所 

6. 作業内容 

 要件定義 

6.1.1 既存システムの調査・分析 

受注者は、「8.支給品及び貸与品」に示す図書及び既設システムの

実機を基に調査・分析を行い、検査課の要求を全て満たす要件定義を

行うこと。この際、業務内容の洗い出し漏れ、課題となっている業務

内容の確認漏れ等がないようにすること。 

6.1.2 システム基盤要求 

サーバラックに於ける格納効率、システムの信頼性、高可用性、拡

張性、消費電力を考慮すること。尚、システム基盤のハードウェアに

ついては、IT 技術の動向を鑑み選定すること。 

6.1.3 運用基準要求 

下表に示す運用基準要求について要件定義を行うこと。 

運用種別 運用概要 

1 状態監視 CPU、メモリ、ファイルシステム、データベース等の状

態を監視する運用。 

2 耐障害 システムの耐障害性（二重化、クラスタリング等）を考

慮した運用。 

3 障害監視・ 

復旧 

アプリケーションエラー、データベースエラー、ハード

ウェアエラー等の監視と、その復旧に関する運用。 

4 サービス時間 システムの冗長化により、24 時間、365 日業務が停止

しないように運用。 
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5 セキュリティ 査察データ保護の観点から、機微情報保護に関するポ

リシー運用。 

6 機能追加 査察キャビネットの扉開閉監視機能の追加。 

7 その他 上記№1～6 以外に受注者が必要と思われる運用ソ

リューションの提案を行う。 

 

 外部設計 

6.1 でまとめた要件定義を基に方式設計と機能設計を行う。 

 

 内部設計 

6.3.1 内部設計 

6.2 でまとめた外部設計を基に、プログラム設計、単体テスト要領書の作 

成を行う。 

6.3.2 実現性確認試験 

6.3.2.1 実現性確認試験要領書の作成 

内部設計を基に、実現性確認試験の要領書を作成し、検査課の承認を得

る。 

6.3.2.2 実現性確認試験の実施 

6.3.2.1 で承認された要領書に従い、実機を用いた実現性確認試験を 

実施する。また、試験実施後は、試験結果をまとめて、実現性確認試験

成績書を作成する。 

6.3.2.3 検査課による実現性確認 

  受注者は立会い試験要領書を作成し、その要領書及び 6.3.2.2 の環境を

用いて、検査課担当者と共に立会い試験を実施する。また、受注者は試

験実施後、試験結果をまとめて、立会い試験成績書を作成する。 

 進捗状況報告 

受注者は、作業進捗状況を作業月報にまとめて提出する。また、各開発工程

の前後に検査課と打ち合わせを実施する。打合せ実施後、議事録を作成し検査

課の承認を得ること。 
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7. 作業に必要な資格等 

 品質管理体制 

受注者は ISO9001 の認証を受けており、受注者自らが品質保証に係る活動

を行えること。 

 情報管理体制 

一般財団法人日本情報経済社会推進協会が付与する ISO/IEC 27001 の認

証を受けていること。 

 実績 

保障措置検査に関するシステムの開発経験を有すること。 

8. 支給品及び貸与品 

 支給品 

なし 

 貸与品 

(1) 品名 

2016年度及び2017年度 査察キャビネット機器のデータ収集機器

の更新 完成図書 

(2) 数量    1 式 

(3) 引渡及び返却場所  六ヶ所センター内指定場所 

(4) 引渡時期、方法  初回打合せ時、直接渡し 

(5) 返却時期、方法  全ての作業終了後速やかに、直接渡し 

 

9. 提出書類 

書類 提出期限 部数 

1 全体工程表 契約後速やかに 1 部 

2 実施体制表 契約後速やかに 1 部 

3 実施計画書 契約後速やかに 1 部 

4 情報管理要領書 契約後速やかに 1 部 

5 品質保証計画書 契約後速やかに 1 部 

6 作業要領書 その都度 1 部 

7 要件定義書 作業終了後速やかに 1 部 

8 外部設計書 作業終了後速やかに 1 部 

9 内部設計書 作業終了後速やかに 1 部 

10 実現性確認試験要領書 試験実施の 2 週間前 1 部 

11 実現性確認試験成績書 試験終了後速やかに 1 部 
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書類 提出期限 部数 

12 立会い試験要領書 試験実施の 2週間前 1 部 

13 立会い試験成績書 試験終了後速やかに 1 部 

14 作業月報 月末から 10 日以内に 1 部 

15 議事録 打ち合わせ後速やかに 1 部 

16 その他検査課が指示するもの その都度 1 部 

（提出場所）検査課 

10. 検収条件 

「9.提出書類」の完納並びに、仕様書に定める要件を満たすと検査課が認めた

時をもって、検収とする。 

11. 契約不適合責任 

(1)受注者は、当該業務について仕様書及び契約内容等との不一致（以下「契約不

適合」という。）が発見されたときは、センターの当該契約不適合にかかる請

求に基づき、受注者の負担においてセンターが定めた期限までに、業務の再履

行その他必要な措置を執らなければならない。 

(2)(1)の請求は、センターが当該契約不適合を知った時から１年以内に不適合の

内容を受注者に通知する。ただし、当該契約不適合を知った時から５年を経過

した場合もしくは検収後１０年を超えて発見された契約不適合は除く。 

12. 情報セキュリティの確保 

受注者は、本作業の遂行にあたり、センター「情報セキュリティポリシー」、「情

報管理規程」及び「情報管理要領」（以下、「情報セキュリティ関係規程」という。）

に準拠した情報セキュリティを確保するものとする。特に、以下の点に留意する

こと。 

(1) 受注者は、本作業の開始時に、本作業に係る情報セキュリティ対策とその

実施方法及び管理体制についてセンター担当者に書面で提出すること。 

(2) 受注者はセンター担当者から管理情報を提供された場合には、当該情報の

区分に応じて適切に取り扱うための措置を講じること。また、提供された

ことを証明する書類を提出すること。 

(3) 本作業において受注者が作成する情報については、センター担当者からの

指示に応じて適切に取り扱うこと。 

(4) 受注者は、センターからの指示に応じて、情報セキュリティ対策に関する

監査を受け入れること。 

(5) 受注者は、センター担当者から提供された管理情報が契約終了等により不

要になった場合には、確実に返却又は廃棄すること。また、本作業において

受注者が作成した情報についても、センター担当者からの指示に応じて適

切に廃棄すること。なお、返却又は破棄したことを証明する書類を提出す

ること。 



 

6 
 

(6) 受注者は、センター内での作業や提出資料として電子媒体を使用する場合、

事前にウィルスの感染等問題ないことを確認した上で使用すること。また、

それを証明する書類を提出すること。 

(7) 受注者は、本作業の終了時に、当該作業で実施した情報セキュリティ対策

を報告すること。 

13. 適用法規・規程等 

(1) 不正アクセス禁止法 

(2) その他受注作業に関し、適用又は準用すべき全ての法令・規格・基準等 

14. 特記事項 

(1) 受注者は作業を実施することにより取得した当該作業及び作業に関する各

データ、技術情報、成果その他のすべての資料及び情報をセンターの施設

外に持ち出して発表もしくは公開し、または特定の第三者に対価をうけ、

もしくは無償で提供することはできない。ただし、あらかじめ書面により

センターの承認を受けた場合はこの限りではない。 

(2) センターは、本作業において受注者側の作業者が受けた傷害又は災害に対

し、センターに起因する場合を除き、責任を負わない。 

(3) 受注者は従事者に関しては労働基準法、労働安全衛生法その他法令上の責

任及び従事者の規律秩序及び風紀の維持に関する責任を全て負うものとす

る。 

(4) 受注者は、本作業により作成するソフトウェア及びその他の成果物に関す

る著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条に規定する権利を含む。） を検査

課へ無償で譲渡するものとし、著作者人格権を行使しないものとする。 

(5) 受注者は六ヶ所センター内で使用する作業用 PC 及び可搬記録媒体を持ち

込む場合、検査課の許可を得ること。但し、持ち込んだ作業用 PC 及び可搬

記録媒体を六ヶ所センターのネットワークに接続することは禁止する。尚、

可搬記録媒体の電子データを六ヶ所センターのネットワークに持ち込む場

合については、六ヶ所センターが定める規程に従うこと。 

15. 協議 

受注者は、本仕様書の記載事項及び記載の無い事項について疑義が生じた場合

は、センターと協議のうえ、その決定に従うこと。 

 

 

 

以上 
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